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６東彼杵町規則第３号 

  

東彼杵町指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  

令和６年２月２１日 

  

東彼杵町長 岡田 伊一郎 
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東彼杵町指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部を改正する規則 

（東彼杵町指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の一部改正） 

第１条 東彼杵町指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関する規則（平成１８年規則第２３号）の

一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正後 改正前 

東彼杵町指定地域密着型サービス事業所、指定居宅介護支援事業

所、指定地域密着型介護予防サービス事業所及び指定介護予防支

援事業所の指定等に関する規則 

東彼杵町指定地域密着型サービス事業所及び                  

    指定地域密着型介護予防サービス事業所                  

        の指定等に関する規則 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は                                              

                                                              

                                          、指定地域密着型サー

ビス事業所、指定居宅介護支援事業所、指定地域密着型介護予防サー

ビス事業所及び指定介護予防支援事業所の指定等に関し必要な事項を

定めるものとする。 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。

以下「省令」という。）に定めるもののほか、指定地域密着型サービ

ス事業所及び                      指定地域密着型介護予防サービ

ス事業所                          の指定等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（指定の申請  ） （指定の申請等） 

第２条 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７８条の２第１項、第７９条第１項、  第１１５条の１２第１項及

び第１１５条の２２第１項の規定による申請は、介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）第１３

１条の２の２第４項、第１３１条の３第４項、第１３１条の３の２第

６項、第１３１条の４第５項、第１３１条の５第５項、第１３１条の

６第５項、第１３１条の７第４項、第１３１条の８第４項、第１３１

条の８の２第４項、第１３２条第４項、第１４０条の２４第５項、第

第２条 法                                                      

第７８条の２第１項及び              法第１１５条の１２第１項  

                        の規定による申請は、指定地域密着型サー

ビス事業所・指定地域密着型介護予防サービス事業所指定申請書（様

式第１号）                                                     
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１４０条の２５第５項、第１４０条の２６第５項及び第１４０条の３

２第５項に規定する厚生労働大臣が定める様式により行うものとす

る。 

                                                              

                                         により行うものとする。 

〔削除〕 ２ 町長は、前項の申請を受けた場合において、指定地域密着型サービ

ス事業所又は指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定をすると

きは、指定事業所決定通知書（様式第２号）により、指定をしないと

きは、その旨を当該申請者へ通知するものとする。 

２ 法第７８条の２第１項、第７９条第１項、第１１５条の１２第１項

及び第１１５条の２２第１項の規定により指定を受けた者は、その旨

を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示しなければならない。 

３ 法第７８条の２第１項及び              第１１５条の１２第１項

                          の規定により指定を受けた者は、その旨

を当該指定に係る事業所の見やすい場所に標示しなければならない。 

（共生型地域密着型サービス事業者等の特例に係る別段の申出） 

第２条の２ 法第７８条の２の２第１項ただし書及び第１１５条の１２

の２第１項ただし書の規定による別段の申出は、施行規則第１３１条

の１１の９第２項及び第１４０条の２８の２第２項に規定する厚生労

働大臣が定める様式により行うものとする。 

〔新設〕 

（変更の届出等） （変更の届出等） 

第３条 法第７８条の５各項、第８２条各項、第１１５条の１５各項及

び第１１５条の２５各項の規定による届出は、施行規則第１３１条の

１３第５項、第１３３条第４項、第１４０条の３０第５項及び第１４

０条の３７第４項に規定する厚生労働大臣が定める様式により行うも

のとする。                                   

第３条 法第７８条の５及び第１１５条の１５の規定による届出は、省

令第１３１条の１３第１項及び第１４０条の３０第１項に掲げる事項

の変更に係るものにあっては変更届出書（様式第３号）により、事業

の廃止、休止又は再開に係るものにあっては廃止・休止・再開届出書

（様式第４号）によりそれぞれ行うものとする。 

２ 法第７８条の２の２第５項及び第１１５条の１２の２第５項の規定

による届出は、施行規則第１３１条の１１の１０第２項及び第１４０

条の２８の３第２項に規定する厚生労働大臣が定める様式により行う

ものとする。ただし、施行規則第１３１条の１１の１０第２項ただし

書及び第１４０条の２８の３第２項ただし書に規定する場合は、この

〔新設〕 
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限りでない。 

（指定の更新    ） （指定の更新申請） 

第４条 第２条の規定は、法第７８条の１２、第１１５条の２１及び第

１１５条の３１において準用する法第７０条の２第１項並びに法第７

９条の２第１項の規定による指定の更新について準用する。         

                      

第４条 法第７８条の１２及び第１１５条の２１において準用する法第

７０条の２の規定による申請は、指定地域密着型サービス事業所・指

定地域密着型介護予防サービス事業所指定更新申請書（様式第５号）

により行うものとする。 

〔削除〕 ２ 町長は、前項の申請を受けた場合において、指定地域密着型サービ

ス事業所又は指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定の更新を

するときは、指定事業所更新決定通知書（様式第６号）により、指定

をしないときは、その旨を当該申請者へ通知するものとする。 

（指定の辞退      ） （指定の辞退の届出） 

第５条 法第７８条の８の規定による指定の辞退は、施行規則第１３１

条の１３の２第２項に規定する厚生労働大臣が定める様式により行う

ものとする。 

第５条 法第７８条の８の規定による指定の辞退は、指定辞退届出書（様

式第７号）                                        により行うも

のとする。 

（指定介護予防支援の委託の届出） 

第６条 施行規則第１４０条の３５第１項及び第２項の規定による届出

は、同条第４項に規定する厚生労働大臣が定める様式により行うもの

とする。 

（指定の取消し） 

第６条 法第７８条の１０及び第１１５条の１９の規定により指定を取

り消したときは、指定事業所取消通知書（様式第８号）により、当該

指定取消しを受ける指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着

型介護予防サービス事業者に通知するものとする。 

（公示） （公示） 

第８条 法第７８条の１１、第８５条、第１１５条の２０及び第１１５

条の３０の規定による公示は、施行規則第１３１条の１４、第１３３

条の２、第１４０条の３１及び第１４０条の３８に掲げる事項のほか、

介護保険事業所番号について行うものとする。 

第８条 法第７８条の１１及び        第１１５条の２０            

        の規定による公示は、法第７８条の１１各号及び第１１５条

の２０各号の措置に係る事業所に関する次に      掲げる事項      

                    について行うものとする。 

〔削除〕 （１） 介護保険事業所番号 

〔削除〕 （２） 指定地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防
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サービス事業所の名称及び所在地 

〔削除〕 （３） 当該事業所の指定の申請者及び主たる事務所の所在地並びに

代表者の氏名及び住所 

〔削除〕 （４） 指定、指定の辞退又は指定の取消しの年月日 

〔削除〕 （５） サービスの種類 

（補則） （補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、指定地域密着型サービス事業所、

指定居宅介護支援事業所、指定地域密着型介護予防サービス事業所及

び指定介護予防支援事業所の指定等に関し必要な事項は、町長が別に

定める。 

第９条 この規則に定めるもののほか、指定地域密着型サービス事業所

及び                      指定地域密着型介護予防サービス事業所

                          の指定等に関し必要な事項は、      別

に定める。 

 様式第１号 

（略） 

 様式第２号 

（略） 

 様式第３号 

（略） 

 様式第４号 

（略） 

 様式第５号 

（略） 

 様式第６号 

（略） 

 様式第７号 

（略） 

 様式第８号 
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（略） 

 

 

（東彼杵町指定居宅介護支援事業所及び指定介護予防支援事業所の指定等に関する規則の廃止） 

第２条 東彼杵町指定居宅介護支援事業所及び指定介護予防支援事業所の指定等に関する規則（令和２年規則第２９号）は、廃止する。 

 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


